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序     文 
 

独立行政法人国際協力機構は、エチオピア連邦民主共和国と締結した討議議事録（R/D）に基づ

き、2009年6月より技術協力「灌漑設計・施工能力向上プロジェクト」を約5年間の計画で実施し

ています。 

今般、本プロジェクトの中間地点を迎えたことを受け、協力期間前半における実績の確認、計

画に対する達成度の検証、評価5項目の観点からの評価を行うとともに、プロジェクト後半の行動

計画について検討することを目的として、2012年5月7日から5月20日の間、当機構 鈴木 博を団長

とする運営指導（中間レビュー）調査団を現地に派遣し、プロジェクト活動の評価を行いました。 

本報告書は、同調査団によるエチオピア連邦民主共和国政府関係者との協議及びレビュー結果

等を取りまとめたものであり、本プロジェクト並びに関連する国際協力の推進に活用されること

を願うものです。 

最後に、本調査にご協力頂いた内外の関係者各位に対し、心からの感謝の意を表します。 

 

平成24年7月 

 

独立行政法人国際協力機構 

農村開発部長 熊代 輝義 
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調査結果要約表 
 

１．案件の概要 

国 名：エチオピア連邦民主共和国 案件名：灌漑設計・施工能力向上プロジェクト 

分 野：農業開発・農村開発 援助形態：技術協力 

所管部署：農村開発部 協力金額（調査時点）：3億7,600万円 

協力期間：2009年6月～2014年5月 

（5年間） 

先方関係機関：オロミア州  水・鉱物・エネルギー局

（OWMEB）〔旧オロミア州水資源局（OWRB）から2010

年10月に組織再編〕 

日本側協力機関：農林水産省 

他の関連協力：特になし 

１－１ 協力の背景と概要 

エチオピア連邦民主共和国（以下、「エチオピア」と記す）において、農業は就業人口の80％

以上が従事し、国民総所得の45％以上を占める最重要セクターである。しかし、エチオピアの

農業は、生産性の低さ、旱魃による食糧不足、結果として引き起こされる農民の貧困問題に直

面してきた。 

エチオピア政府は、2006年から2010年までの国家5カ年計画として打ち出した「貧困撲滅のた

めの持続的かつ加速的開発計画（PASDEP）」において、天水農業の低生産性と旱魃に対する脆

弱性を食糧不足の主な原因と分析し、灌漑開発を解決策のひとつと位置づけている。 

しかし、灌漑開発の進展は遅れており、当プロジェクトの対象地域であるオロミア州は、エ

チオピアの最大の州（約36万km2）であり、灌漑適地は170万haを占めると見込まれているが、

そのうち、実際に近代的な灌漑が行われているのは、12％程度（約20万ha）にしかすぎない。

同州では、低地の不安定な降雨、高地の雨期の降雨による土壌流出、市場の未整備などの要因

も相まって、農業生産性は伸び悩んできた。 

このような状況のなか、国際協力機構（JICA）は「メキ地域灌漑・農村開発計画（2000年9月

より2002年1月）」を皮切りに、PASDEP以前から、オロミア州における灌漑事業を支援してきて

おり、2005年9月から2008年9月の間には、オロミア州水資源局（OWRB）*を実施機関とした「灌

漑農業改善計画」（IFIプロジェクト）を実施し、対象地区の農民の灌漑用水の利用向上を目的に、

以下の技術移転を行った。 

 重力式灌漑施設の修復手法の標準化 

 小規模灌漑事業の運営管理改善手法の標準化 

 ウォーターハーベスト手法の標準化 

 灌漑農業の標準化 

IFIプロジェクトの実施を通じて、圃場レベルでは、農民の収入の向上や水利組織の強化など、

一応の成果が認められた。しかし、同州の灌漑開発を効果的に成功に導くためには、OWRBの

灌漑設計・施工能力の強化が喫緊の課題であることも明白となった。 

その結果、IFIプロジェクトの終了を前に、エチオピア政府より、OWRBの灌漑設計・施工能

力の強化を目的とした新たなプロジェクトとして、灌漑設計・施工能力向上計画の実施が要請

された。 
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エチオピア政府からの要請に対して、JICAは2008年に事前調査団を派遣し、プロジェクトの

枠組みを策定してエチオピア政府と合意し、2009年4月28日の討議議事録（R/D）署名を経て、

同年6月より、協力期間3年の予定でプロジェクトが実施された。 

プロジェクト開始からおよそ1年半後の、2010年10月には、エチオピア、日本の合同レビュー

チームにより、プロジェクトの達成状況を確認するための中間レビューが実施され、その結果、

プロジェクトの目標達成のために、協力期間の延長（2014年5月まで2年間の延長）を含めた提

言がなされた。 

2012年5月、JICAは鈴木博を団長とする運営指導調査団を派遣し、中間レビュー以降の進捗を

エチオピア側とともに確認するとともに、プロジェクトの課題を明らかにし、目標達成のため

の提言を行った。 
 *
：OWRBは業務の抜本的改革（Business Process and Reengineering：BPR）によって2010年10月にオロミア州水・鉱物・エ

ネルギー局（OWMEB）として再編された。 

 

１－２ 協力内容 

（1）上位目標：効果的かつ効率的に機能する灌漑スキームの数が対象地域で増加する。 

 

（2）プロジェクト目標：効果的かつ効率的な灌漑開発・運営のためのOWMEBの能力が強化さ

れる。 

 

（3）成 果 

1．OWMEB灌漑技術者の持続的な管理のためのデータベース構築及び灌漑水資源開発マス

タープラン策定能力が向上する。 

2．OWMEB灌漑技術者の灌漑事業の計画、設計、施工監理の能力が向上する。 

3．OWMEB灌漑技術者の灌漑施設と水管理の能力が向上する。 

 

（4）投入（2012年5月時点） 

① 日本側 

専門家派遣：長期専門家派遣 6名（113.9人月）、短期専門家派遣 延べ11名（22.0人月）

機材供与：約3,039万円 ローカルコスト負担：約7,980万円 本邦研修員受入れ：8名 

第三国研修：1名（エジプト） 

② エチオピア側 

カウンターパート人材の配置：19名 

土地・施設提供（専門家執務室、展示圃場用地など） 

プロジェクト運営費：カウンターパート給与、水道・光熱費、ワークショップ会場借り

上げ費など 

２．レビュー調査団の概要 

団員構成 日本側 

 

総  括 鈴木 博 JICA 農村開発部 技術審議役 

灌漑開発 田中 宏 農林水産省 農村振興局設計課 海外土地改良

技術室 課長補佐 

計画管理 國武 匠 JICA 農村開発部 乾燥畑作地帯課 職員 

評価分析 東野 英昭 株式会社レックス・インターナショナル  

シニアコンサルタント 
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エチオピア側 

総  括 Mr. Abdeta Natea オロミア州水・鉱物・エネルギー局 農業技術者

メンバー Ms. Sintayehu Getahun オロミア州水・鉱物・エネルギー局 灌漑技術者

メンバー Mr. Tesfaye Tadese オロミア州水・鉱物・エネルギー局 地質技術者

調査期間 2012年5月7日～5月20日 

３．調査結果の概要 

３－１ 実績の概要 

（1）プロジェクト目標の達成状況 

プロジェクト目標：［効果的かつ効率的な灌漑開発・運営のためのOWMEBの能力が強化

される。］ 

指 標 達成状況 

1．作成されたガイドライ

ン と マ ニ ュ ア ル が

OWMEB内で承認され

配布される。 

2012年5月時点で、合計8種類のガイドラインとマニュア

ルが作成されている。また、作成中の3種類についても、プ

ロジェクトの残りの協力期間の中で完成すると見込まれる

ことから、作業の進捗については妥当であると評価できる。

しかし、OWMEB内の承認と配布については、今後の課題

である。 OWMEBは、州内の18ゾーンに対して、マニュア

ル（ドラフト）を配布しており、マニュアルの事業への適

用を開始したゾーンもあるとしている。しかし、運営指導

調査時点では、どの程度の運用が、具体的にどのような形

でなされているのか、情報が不足しており、現場視察を通

じての把握も困難であった。 

計画・設計・施工監理（成果2）及び灌漑施設と水管理（成

果3）については、マニュアルとガイドラインの中身につい

て関係者で4つのモデルゾーンのスタッフと協議を行うた

めのワークショップを5月の後半に、また、すべてのゾーン

からの関係者にマニュアルとガイドラインを紹介するため

のワークショップを8月に開催する予定であり、その機会を

活用して、ガイドラインとマニュアルの承認と確実な配布

が期待される。 

データベースとマスタープラン策定（成果1）のガイドラ

インとマニュアルについては、2012年12月と2013年5月に同

様のワークショップを開催する予定である。 

2 ． 灌 漑 開 発 活 動 が

OWMEBの作成したガ

イドラインとマニュア

ルに基づいて実施され

ている。 

運営指導調査の時点では、指標2の現状を判断するための

十分な情報が入手できなかった。しかし、モデルサイトに

ついては、プロジェクトが実施した研修に参加した元研修

生が、その内容を、実際の灌漑事業の業務に応用する動き

がみられた。 

3．開発された研修方法と

知見がOWMEB内で承

認されて活用されてい

る。 

プロジェクト開始以来、研修の回数は25回に及ぶ。また、

研修教材の数は40以上である。聞き取り調査によれば、こ

れらの教材の承認と活用は、既に一部で始まっており、必

要に応じて、改訂と見直しを行う予定である。 
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（2）成果の達成状況 

成果1：OWMEB灌漑技術者の持続的な管理のためのデータベース構築及び灌漑水資源開発

マスタープラン策定能力が向上する。 

<指標1>データベースとマスタープラン策定のガイドライン及びマニュアルがオロミア州

の実践的な経験に基づいて作成される。 

2012年5月現在、データベース及びマスタープラン策定のガイドラインは、まだ作成さ

れていない。これらの文書は、現在策定が進められているカレタ川流域及びランガノ湖

流域のマスタープラン策定の経験を反映した形で作成される予定であり、完成は2013年

後半の見込みである。地理情報システム（GIS）利用について、2種類のガイドラインが

作成されている。 

<指標2>ガイドラインとマニュアルに基づいて、少なくとも1つの流域について新たなマス

タープランが策定される。 

現在、マスタープラン策定のために、カレタ川、ランガノ湖の流域で、流量及び降雨

量データを測定、収集中である。これらのマスタープランは、2013年6月の完成を目標に

策定が進められている。 

新たなマスタープランを策定する流域については、現在、選択の準備がなされており、

2012年6月中に決定される予定である。対象地域が決定され次第、マスタープラン策定に

必要なデータの収集を速やかに開始する予定である。 

<指標3>データベースとマスタープラン策定研修のためのテキストとプログラムが作成さ

れている。 

2012年5月現在、データベースとマスタープラン策定研修のためのテキストは、まだ作

成されていないが4種類の研修教材が作成されている。 

<指標4>少なくとも50％の研修生がデータベースとマスタープラン策定研修の内容を的確

に理解している。 

成果1の達成のために実施された研修は合計7回（他の成果との共通のものも含む）で、

合計240名が参加した。しかし、研修内容の理解度については、これを裏付けるデータ（理

解度テストの結果など）が不足しており、評価が困難であった。 

<指標5>プロジェクトで訓練を受けたOWMEBの灌漑専門家の少なくとも10％がデータベー

スとマスタープラン策定の研修を実施できる能力を備えている。 

日本人専門家の観察では、データベースとマスタープラン策定の研修を実施できる能

力を備えたカウンターパートが3名いるとされるが、今後、これらの3名以外のスタッフ

が、同等の能力を獲得することが期待される。 

 

成果2：OWMEB灌漑技術者の灌漑事業の計画、設計、施工監理の能力が向上する。 

<指標1>灌漑開発事業の計画、設計、施工監理のガイドライン及びマニュアルが、オロミア

州の実践的な経験に基づいて作成される。 

灌漑開発事業の計画、設計、施工監理のガイドラインとマニュアル3種類が既に作成さ

れている。 

<指標2>灌漑開発事業の計画、設計、施工監理のガイドライン及びマニュアルがOWMEBの

新規灌漑開発事業のすべてに適用される。 

質問票や聞き取り調査を通じて、OWMEBが新規灌漑開発事業にガイドラインやマニュ

アルの内容を適用し始めたことは確認できたが、より具体的な情報が不足していた。今

後、より詳細な情報を基に、この指標の達成状況を確認する必要がある。 

<指標3>灌漑開発事業の計画、設計、施工監理研修のテキストとプログラムが作成されてい

る。 



 

v 

灌漑開発事業の計画、設計、施工監理研修の分野で22種類の研修教材が作成されてい

る。 

<指標4>少なくとも50％の研修生が計画、設計、施工監理の研修内容を的確に理解してい

る。 

成果2について実施された研修、ワークショップ等（他の成果との共通のものも含む）

は、合計14回で、延べ540名が参加した。しかし、研修内容の理解度については、これを

裏付けるデータ（理解度テストの結果など）が不足しており、評価が困難であった。 

<指標5>OWMEBの灌漑専門家の少なくとも10％が計画、設計、施工監理の研修を実施でき

る能力を備えている。 

日本人専門家の観察では、計画、設計、施工監理の研修を実施できる能力を備えたカ

ウンターパートが4名いるが、今後、これらの4名以外のスタッフが、同等の能力を獲得

することが期待される。 

 

成果3：OWMEB灌漑技術者の灌漑施設と水管理の能力が向上する。 

<指標1>灌漑施設と水管理のガイドライン及びマニュアルが、オロミア州の実践的な経験に

基づいて作成される。 

灌漑用水量算定プログラムが作成されているほか、灌漑施設と水管理のガイドライン

及びマニュアルを、それぞれ1種類ずつ作成中である。 

<指標2>灌漑施設と水管理のガイドライン及びマニュアルがOWMEBの新規灌漑開発事業の

すべてに適用される。 

灌漑用水量算定マニュアルのみが作成されており、他のマニュアルとガイドラインは

作成中である。したがって、これらの適用は、ガイドラインとマニュアルが作成されて

からのこととなる。 

<指標3>灌漑施設と水管理研修のテキストとプログラムが作成されている。 

灌漑施設と水管理研修の教材として、18種類の教材が作成されている。これらの教材

は、必要に応じて改訂、見直しを行う予定である。 

<指標4>少なくとも50％の研修生が灌漑施設と水管理研修の内容を適切に理解している。 

成果3の達成のために実施された研修は合計8回（他の成果との共通のものも含む）で、

合計346名が参加した。しかし、研修内容の理解度については、これを裏付けるデータ（理

解度テストの結果など）が不足しており、評価が困難であった。 

<指標5>プロジェクトで訓練を受けたOWMEBの灌漑専門家の少なくとも10％が灌漑施設と

水管理研修を実施できる能力を備えている。 

日本人専門家の観察では、灌漑施設と水管理の研修を実施できる能力を備えたカウン

ターパートが3名いるが、今後、これらの3名以外のスタッフが、同等の能力を獲得する

ことが期待される。 

 

３－２ 運営指導調査結果の要約 

評価5項目に基づくレビュー結果は以下のとおりである。詳細については、調査報告書第4章

に記述している。 

項 目 レビュー結果 主な理由 

妥当性 高い 

（＋）エチオピアの政策との整合性 

（＋）実施機関、受益者のニーズとの整合性 

（＋）わが国援助政策との整合性 
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有効性 中程度 

（＋）マニュアル・ガイドラインの作成の進捗 

（－）エチオピア側カウンターパートの主体的な活動への参

加の不足 

カウンターパートの能力向上については、データの不足のた

めに判断が難しい。 

効率性 中程度 

（＋）日本側・エチオピア側とも量的にはおおむね妥当な投

入を実施 

（－）エチオピア側カウンターパートは他業務との兼務でプ

ロジェクトに十分に従事できていない。 

（－）サイトが州内に分散しており、現場での業務の視察や

モニタリングに時間を要している。 

インパクト 

（見込み） 

正のインパク

トが期待され

る。 

上位目標の達成度の見込みは現時点での判断が困難である。

正のインパクト（農民による自主的な施設維持管理や展示圃

場での他農業案件との連携など）が見込まれる。 

持続性 

（見込み） 

 

中程度 

 

（＋）妥当性が高いことから政策的な支援が期待される。 

（－）エチオピア側の努力は認められ改善のきざしはあるが、

今後の財政的な継続性は不明 

（＋）大部分のガイドライン・マニュアルが作成され、技術

移転の基礎が整った 

（－）ゾーン・郡レベルでの要員の定着率が低い。 
 

 

３－３ 結 論 

2009年のプロジェクト開始以来、日本人専門家、エチオピア側カウンターパート及び関係者

は、プロジェクトの目標である「効果的かつ効率的な灌漑開発・運営のためのOWMEBの能力の

強化」の達成のために努力を重ねてきている。 

その結果、2012年5月の運営指導調査の時点で、プロジェクトはおおむね妥当な進捗をみせて

いる。特に、ガイドラインやマニュアル等、技術文書の作成は順調に進んでいる。各種の技術

研修が開催されてきており、「効果的で効率的な灌漑開発・運営」に貢献してきているものと推

察される。 

しかし、作成された技術文書が、具体的に、どのような形で、どの程度、OWMEBのスタッフ

によって活用されているのか、また、実施された研修の効果が、どの程度能力向上に貢献して

いるのかについては、情報の不足もあり、今回の調査では判断が困難であった。今後は、プロ

ジェクト内で、能力評価のためのデータを取得することが必要である。 

2010年10月の中間レビューで指摘されたプロジェクト管理については、プロジェクト・デザ

イン・マトリックス（PDM）と活動計画表（PO）に基づく運営の意識が高まっており、改善が

みられた。 

他方、プロジェクトの効率性については、課題が解消されていない。カウンターパートは19

名が配置されており、大きな異動もない。しかし、すべてのカウンターパートが、OWMEBの他

の業務との兼務で業務を行っているため、プロジェクト活動に十分な時間を割けていないこと

が課題である。 
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プロジェクトのねらいは、エチオピア側カウンターパートが、日々の業務を通じて、日本人

専門家から実践的な知識と経験を学び取ることであるため、エチオピア側カウンターパートの

参加の度合いを高めることが必要である。 

合同調整委員会（JCC）については、2010年8月に1回開催されたのみで、それ以降、開催され

ていない。情報の共有と適切なプロジェクト運営のために、必要に応じてJCCを開催し、関係者

間の情報の共有を図るとともに、プロジェクトの成果を外部にも発信することが望ましい。 

 

３－４ 提 言 

（1）プロジェクト管理 

カウンターパートの能力評価の実施 

今回の運営指導調査では、情報・データの不足で、能力向上の度合いを判断できなか

った。カウンターパートの能力評価を導入することで、プロジェクトの進捗と達成状況、

及び課題の状況を直接的に検証することが可能となる。プロジェクトは、カウンターパ

ートの能力評価のためのデータの収集を、今後の2年間で実施していくこと。 

OWMEBのプロジェクト管理への参加 

OWMEBのプロジェクト管理への参加の度合いを一層高めることが望ましい。 以下の

項で述べるプロジェクト活動の普及にも関連するが、エチオピア側のプロジェクト運営

への参加はプロジェクトの成功のために必須の条件である。OWMEBの管理者層は、プロ

ジェクトの進捗、成果、課題について、JCC、運営委員会（SC）や定期報告など、可能

な限りの機会を通じて情報を共有し、適切なプロジェクト管理に努めること。 

 

（2）プロジェクト活動の普及 

プロジェクトの成果の普及 

プロジェクトの成果として、灌漑技術のガイドラインとマニュアルが作成されている

が（成果1は除く）、これまでは、主に日本人専門家がその作成業務を担ってきているの

が現実である。 

エチオピア側は、カウンターパートを、十分に日々のプロジェクト活動に参加させる

ことを通じて、実践的で応用能力を伴う能力の向上に努めることが期待される。 

そのためには、プロジェクトの後半で、ワークショップ等の参加によって知識をブラ

ッシュアップし、またマニュアルを実際の業務に応用するなどの努力が必要となる。具

体的には、以下の内容を提言する。 

 2012年5月と8月に予定されているガイドラインとマニュアルの普及のためのワーク

ショップにおいて、普及戦略と計画を策定すること 

 OWMEBが実施する灌漑事業の現場で、ガイドラインとマニュアルを活用し、プロ

ジェクトが実際の現場でのさまざまな事例からフィードバックを得て、ガイドライ

ンとマニュアルの見直しに反映できるように留意すること 

 ガイドラインとマニュアルを公式に承認し、OWMEBの州の技術基準として普及でき

るようにすること 

 作成されたガイドラインとマニュアルの中から、必要なものを選び、オロミア州の

言語に翻訳し、コミュニティの住民も利用可能とすること（IFIのガイドラインが参

考となる） 

さらに、プロジェクトの成果を広く関係者に知らしめるために、ニュースレターの発

行を再開すること。 
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（3）プロジェクト活動の見直し 

成果2の活動について 

運営指導調査団は、ブラ灌漑事業（スペート灌漑）において、幹線水路からの越流で、

ガリ浸食が発生している事実を確認した。これは調整用施設と排水システムの不備が原

因となっている。 

プロジェクトチーム（日本人専門家、エチオピア側カウンターパート）も何らかの対

応が必要であることは認識しているが、当初予定された、日本側工事費負担の工事につ

いては、既に終了している。 

このような場合について、日本側、エチオピア側のどちらが、具体的に、どの範囲の

業務と工事費を負担するかについては明確に決められていなかった。今後、同様のケー

スが発生することも想定し、日本側、エチオピア側で十分に協議し、対応を決定するこ

と。 

成果3の活動について 

成果3の活動－農民の組織強化については、PDMには明記されていないが、灌漑事業の

効果を増加させ、また、灌漑施設の維持管理上の問題への対応など、その重要性にかん

がみ、日本側、エチオピア側ともに、必要な投入も考慮して、この活動を継続して行う

ことが望ましい。 

最終年度の灌漑工事について 

プロジェクト活動は、プロジェクトの後半については、成果の普及が中心となるべき

である。日本側、エチオピア側ともに、最終年（2014年）については、新たな灌漑工事

をプロジェクトの活動に含めるのは控え、それまでの作業の仕上げと取りまとめに集中

すること。 
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第１章 運営指導調査の概要 
 

１－１ 調査団派遣の背景と目的 

エチオピア連邦民主共和国（以下、「エチオピア」と記す）において、農業は就業人口の80％以

上が従事し、国民総所得の45％以上を占める最重要セクターである。しかし、エチオピアの農業

は、生産性の低さ、旱魃による食糧不足、結果として引き起こされる農民の貧困問題に直面して

きた。 

エチオピア政府は、2006年から2010年までの国家5カ年計画として打ち出した「貧困撲滅のため

の持続的かつ加速的開発計画（PASDEP）」において、天水農業の低生産性と旱魃に対する脆弱性

を食糧不足の主な原因と分析し、灌漑開発を解決策のひとつと位置づけている。 

しかし、灌漑開発の進展は遅れている。当プロジェクトの対象地域であるオロミア州は、エチ

オピア最大の面積（約36万km2）を占め、灌漑適地は170万haに達すると見込まれているが、その

うち、実際に近代的な灌漑が行われているのは、12％程度（約20万ha）にしかすぎない。同州で

は、低地の不安定な降雨、高地の雨期の降雨による土壌流出、市場の未整備などの要因も相まっ

て、農業生産性は伸び悩んできた。 

このような状況のなか、国際協力機構（JICA）は「メキ地域灌漑・農村開発計画」（2000年9月よ

り2002年1月）を皮切りに、PASDEP以前から、オロミア州における灌漑事業を支援してきている。 

2005年9月から2008年9月の間には、オロミア州水資源局（OWRB）1を実施機関とした「灌漑農業

改善計画」（IFIプロジェクト）を実施し、対象地区の農民の灌漑用水の利用向上を目的に、以下の

技術移転を行った。 

- 重力式灌漑施設の修復手法の標準化 

- 小規模灌漑事業の運営管理改善手法の標準化 

- ウォーターハーベスト手法の標準化 

- 灌漑農業の標準化 

IFIプロジェクトの実施を通じて、圃場レベルでは、農民の収入の向上や、水利組織の強化など、

一応の成果が認められた。しかし、同州の灌漑開発を効果的に成功に導くためには、OWRBの灌

漑設計・施工能力の強化が喫緊の課題であることも明白となった。 

その結果、IFIプロジェクトの終了を前に、エチオピア政府より、OWRBの灌漑設計・施工能力

の強化を目的とした新たなプロジェクトとして、灌漑設計・施工能力向上計画の実施が要請され

るに至った。 

エチオピア政府からの要請に対して、JICAは2008年に事前調査団を派遣し、プロジェクトの枠

組みを策定してエチオピア政府と合意し、2009年4月28日の討議議事録（R/D）署名を経て、同年6

月より、協力期間3年の予定でプロジェクトが実施された。 

プロジェクト開始からおよそ1年半後の、2010年10月には、エチオピア、日本の合同レビューチ

ームにより、プロジェクトの達成状況を確認するための中間レビューが実施され、プロジェクト

の目標達成のために、プロジェクトフレームワークの見直し及び協力期間の延長（2014年5月まで

2年間の延長）を含めた提言がなされた。 

                                                        
1 OWRBは業務の抜本的改革（Business Process and Reengineering：BPR）によって2010年10月にオロミア州水・鉱物・エネルギ

ー局（OWMEB）として再編された。 
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今般、見直された枠組みに基づき、プロジェクト目標の達成に向けて、これまでの実績と実施

プロセスを整理し、エチオピア側と進捗状況・課題に係る認識を共有するとともに、必要なプロ

ジェクト計画の修正やプロジェクト運営体制の改善についてエチオピア側と協議及び合意するこ

とを目的として、運営指導（中間レビュー）調査が実施された。具体的な目的は以下のとおりで

ある。 

 

（1）2010年に実施された中間レビュー以降のプロジェクトの投入、活動、成果、目標、それぞ

れの達成状況を、2010年10月に承認されたプロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）

に則して確認・検証すること 

 

（2）上記の達成状況を基に、プロジェクトを評価5項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、

持続性）の視点から総合的に評価すること（エチオピア・日本の合同チームによる） 

 

（3）プロジェクトを成功に導くために、プロジェクトの残りの協力期間中に解決すべき課題を

明らかにするとともに、その方向性を関係者と議論し、必要に応じて管理ツールであるPDM

や活動計画表（PO）を修正する 

 

（4）合同評価報告書（運営指導調査報告書）を含む協議議事録（M/M）を作成し、エチオピア

政府側の合意を得ること 

 

１－２ 調査日程 

月 日 活動内容 詳 細 

5/8 火 

アジス・アベバ着 

JICA事務所打合せ 

日本人専門家及びカウン

ターパート（C/P）打合せ 

15:00-15:30 Meeting with JICA office at JICA office 

16:00-17:00 Meeting with expert and C/P at CBID office 

17:00-18:30 Meeting with expert 

5/9 水 

日本人専門家及びC/P打

合せ 

現場視察のため移動 

08:45-14:30 Meeting with experts and OWMEB C/P 

14:30-18:30 move to Shashamene/accommodation at 

Shashamene 

5/10 木 

現場視察（ブラ・アワデ） 

ゾーンC/Pインタビュー 

郡C/Pインタビュー 

08:00 Start from Hotel 

08:30-10:00 Bura Irriagtion Scheme 

10:00-12:00 West Arsi Zone and Shashamene district  

experts Interview（Invite WUA member）at 

zonal/district office 

12:00-13:00 Lunch 

14:00-15:00 Awade Irrigation Scheme 

15:00-17:00 Move to Adama/accommodation at Adama 

5/11 金 

現場視察（ヒルナ） 

ゾーンC/Pインタビュー 

郡C/Pインタビュー 

07:00 Start from Hotel 

07:00-11:00 Move to Chiro  *Pick up zonal expert at Chiro 

11:00-12:00 Move to Hirna 

12:00-13:00  Lunch  

13:00-14:30 Hirna scheme visit 
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14:30-16:30 West Hararge zone and Tulo district experts 

Interview（Invite WUA member） 

16:30-17:30 Move to Chiro/accommodation at Chiro 

5/12 土 
アジス・アベバへ移動 

報告書作成 

08:00 Start from Hotel 

08:00-16:00 Move to Addis Ababa 

5/13 日 
報告書作成 

団内打合せ 
 

5/14 月 

日本人専門家及びC/P打

合せ 

現場視察のため移動 

08:45-16:00 Meeting with expert at CBID office 

（Lunch time should be short, 30 minutes） 

16:00-18:00 Move to Adama/accommodation at Adama 

5/15 火 

現場視察（ブラ・アワデ） 

ゾーンC/Pインタビュー 

郡C/Pインタビュー 

07:00 Start from Hotel  *Pick up Zonal expert    

07:00-08:30 Move to Metahara  *Pick up district officer  

at Metahara 

08:30-09:30 Move to Sokido 

09:30-12:00 Sokido scheme visit 

12:00-12:45 Move to Metahara/Addis katama 

East Shewa zone and Fanatale district experts Interview〔Invite 

WUA member（Sokido and Saraweba）at site〕 

14:00-15:30 Lunch 

15:30-17:00 Move to Adama/accommodation at Adama 

5/16 水 
アジス・アベバへ移動 

団内打合せ 

07:30  Start from Hotel 

07:30-08:30 Move to Kaleta river basin 

08:30-10:30 Kaleta river basin visit *Pick up Zonal and 

district expert 

10:30-12:00 Arsi Zone and district experts Interview 

12:00-13:00 Lunch 

13:00-16:00 Move to Addis Ababa 

16:00-17:00 Internal meeting 

5/17 木 
報告書作成 

合同評価打合せ 

09:00-12:00 Joint evaluation meeting 

12:00-13:00 Lunch 

13:00-17:00 Joint Evaluation meeting 

5/18 金 
合同調整委員会（JCC） 

JICA事務所報告 

09:30-12:00 JCC（SC） 

 -Progress Report 

 -Result of Evaluation report 

 -Discussion 

12:00-13:00 Lunch 

15:00-16:30 Report to JICA Office 

5/19 土 移動 

Mr. Suzuki leaves for Rwanda, Mr.Tanaka/Higashino leave for 

Japan, Mr. Kunitake joins another evaluation mission in Addis 

Ababa 

5/20 日 成田着 Arrive at NARITA 
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１－３ 調査団の構成 

運営指導調査団のメンバーは以下のとおりである。 

 

〈日本側〉 

総  括 鈴木 博 JICA 農村開発部 技術審議役 

灌漑開発 田中 宏 
農林水産省 農村振興局設計課 海外土地改良技術室 

課長補佐 

計画管理 國武 匠 JICA 農村開発部 乾燥畑作地帯課 職員 

評価分析 東野 英昭 
株式会社レックス・インターナショナル 

シニアコンサルタント 

 

〈エチオピア側〉 

リーダー Mr. Abdeta Natea オロミア州水・鉱物・エネルギー局 農業技術者 

メンバー Ms. Sintayehu Getahun オロミア州水・鉱物・エネルギー局 灌漑技術者 

メンバー Mr. Tesfaye Tadese オロミア州水・鉱物・エネルギー局 地質技術者 

 

１－４ 調査方法 

（1）データ・情報の収集 

灌漑設計・施工能力の向上に関するデータと情報を中央・現場で収集する。 

 

（2）プロジェクトの達成状況の確認 

プロジェクト活動の進捗を確認し、その結果に基づき、成果、プロジェクト目標の達成状

況を、PDMに記述された指標に照らして判断する。 

 

（3）実施過程の確認 

プロジェクトの実施過程を検証し、活動の進捗に遅れはないか、運営管理は適切に行われ

てきたか、促進・阻害要因はあったか、等を確認する。 

 

（4）評価5項目による評価 

プロジェクトの達成状況や実施プロセスの確認と分析の結果を基に、評価5項目による評価

を実施する。評価5項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、持続性）の定義は以下に示

すとおりである。 

 

妥当性 

プロジェクトのめざしている効果（プロジェクト目標や上位目標）が、受益者のニーズ

に合致しているか、問題や課題の解決策として適切か、相手国と日本側の政策との整合性

はあるか、プロジェクトの戦略・アプローチは妥当か、公的資金である政府開発援助（ODA）

で実施する必要があるか等の「援助プロジェクトの正当性・必要性」を問う。 
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有効性（プロジェクト目標達成度） 

プロジェクトの実施により、本当に受益者もしくは社会への便益がもたらされているの

か（あるいは、もたらされるのか）を問う。 

 

効率性 

主にプロジェクトの投入と成果の発現の関係に着目し、資源が有効に活用されているか

（あるいはされるか）を問う。投入の質・量・タイミングと、成果の発現に結びついてい

るかどうかを中心に検証する。 

 

インパクト 

プロジェクト実施によりもたらされる、より長期的、間接的効果や波及効果をみる視点。

予期していなかった正・負の効果・影響を含む。 

 

持続性 

援助が終了しても、プロジェクトで発現した効果が持続しているか（あるいは持続の見

込みはあるか）を問う視点。 

 

 

（5）提言と教訓 

評価結果から、プロジェクトの今後の運営、また他案件に資するために、提言と教訓を引

き出して、関係者に提示する。 
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第２章 プロジェクトの概要 
 

２－１ プロジェクトの要約 

上位目標： 

効果的かつ効率的に機能する灌漑スキームの数が対象地域で増加する。 

 

プロジェクト目標： 

効果的かつ効率的な灌漑開発・運営のためのOWMEBの能力が強化される。 

 

成果1： 

OWMEB灌漑技術者の持続的な管理のためのデータベース構築及び灌漑水資源開発マスタープ

ラン策定能力が向上する。 

 

成果2： 

OWMEB灌漑技術者の灌漑事業の計画、設計、施工監理の能力が向上する。 

 

成果3： 

OWMEB灌漑技術者の灌漑施設と水管理の能力が向上する。 

 

２－２ 協力期間 

5年間（2009年6月より2014年5月） 

 

２－３ 実施機関 

オロミア州水・鉱物・エネルギー局（OWMEB） 

 

２－４ 対象地域 

西ハラルゲ、東ショア、アルシ、西アルシゾーンの食糧不足の地域 

 

２－５ ターゲットグループ 

OWMEBの灌漑技術者 
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第３章 達成状況と実施の過程 
 

３－１ 達成状況 

３－１－１ 投 入 

〈日本側〉 

（1）日本人専門家 

2009年6月のプロジェクト開始以来、これまでに、総括/灌漑技術、施設設計/施工監理、

水資源計画、業務調整/研修の分野で、合計6名の長期専門家（113.9人月）が派遣された。

また、短期専門家は、延べ11名（22.0人月）が派遣されている。 

 

（2）ローカルコスト負担 

2011年度の終わり（2011年3月末）までに、日本側が負担したローカルコストは1,708万

2,106ブルである。これは、円貨換算で、およそ7,980万円となる（2012年4月の換算率 1.0

ブル＝4.67円として換算）。負担の内訳は以下の表に示すとおりである（単位：ブル）。 

 

ローカルコスト負担 

項 目 2009 2010 2011 合 計 

現地活動費 1,841,973 3,669,670 6,740,168 12,251,811

建設費 331,600 1,196,889 3,301,806 4,830,295

合 計 2,173,573 4,866,559 10,041,974 17,082,106

 

なお、2012年度は、666万3,356ブル（現地活動費：441万6,670ブル、建設費：224万6,686

ブル）、円貨換算で、およそ310万円の負担が予定されており、これを合わせて、2012年度

末までのローカルコスト負担の総額は2,374万5,462ブル（およそ1億1,090万円）となる見込

みである。 

 

（3）カウンターパートの海外研修 

これまでに、合計9名（日本：8名、エジプト：1名）のカウンターパートが海外での研修

に参加している。内訳は以下のとおりである。 

 

海外研修実績 

No Name Position 
Training Program 

Title Institution Period 

1 Mr. Girma 

Etana 

OWMEB 灌漑・排水施設の

持続的管理 

JICA筑波センタ

ー 

2009.7.26-2009.12.23 

（151日） 

2 Mr. Tesfaye 

Gudissa 

アルシゾーン 

Process Owner 

圃場レベル水管理

RCTWS（エジプ

ト） 

RCTWS（Regional 

Center for 

Training and Water 

Studies）, エジプ

ト 

2009.10.11-2009.12.19

（70日） 
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3 Mr. Samuel 

Hussein 

OWMEB副局長 日本における灌漑

事業 農水省 

農林水産省 2009.11.16-2009.11.27

（12日） 

4 Mr. Kedir Lole OWMEB 灌漑排水のための

施設管理・水管理

JICA筑波 

JICA筑波センタ

ー 

2010.8.22-2010.9.18

（28日） 

5 Mr. TIbaho 

Gobana 

OWMEB 灌漑排水のための

施設管理・水管理

JICA筑波 

JICA筑波センタ

ー 

2010.8.22-2010.9.18

（28日） 

6 Mr. Jemal 

Abbaso 

西アルシゾーン

Process Owner 

日本における灌漑

管理 農水省 

JICA筑波センタ

ー 

2010.11.6-2010.11.16 

（15日） 

7 Mr. Ferid 

Hussen 

西ハラルゲゾー

ンExpert 

流域管理のための

灌漑排水 

JICA筑波センタ

ー 

2011.2.12-2011.8.28

（187日） 

8 Mr. Alemayehu 

Daniel 

西ハラルゲゾー

ンExpert 

アフリカ地域農民

参加型用水管理シ

ステム /TICAD IV

フォローアップ 

JICA札幌センタ

ー 

2011.8.22-2011.9.18

（28日） 

9 Mr. Hussen 

Aman 

東ショアゾーン

Expert 

灌漑排水のための

施設管理・水管理

JICA筑波 

JICA筑波センタ

ー 

2012.1.9-2012.2.8 

（31日） 

TICAD：アフリカ開発会議 

 

（4）供与機材 

総額3,038万5,312円（現地貨換算でおよそ650万5,100ブル）の機材がプロジェクト活動の

ために供与された。主な資機材（単価5万円以上のもの）の内訳は以下のとおりである（単

位：円）。 

 

年度別供与機材 

項 目 2009 2010 2011 合 計 

供与機材 12,630,210 0 6,384,353 19,014,563

専門家携行機材 1,235,426 1,138,474 1,412,779 3,786,679

現地購入機材 4,287,824 2,813,485 482,763 7,584,072

合 計 18,153,460 3,951,959 8,279,895 30,385,314

 

機材には、車両4台、測量用トータルステーション、全地球測位システム（GPS）、水位計、

スランプ試験セット、デスクトップコンピュータ、カラープリンター、デジタルカメラ、

オートバイ、発電機、スクリーン等が含まれている｡ 

 

〈エチオピア側〉 

（1）カウンターパート 

現在、中央とゾーンレベルのスタッフで、合計19名のカウンターパートが配置されてい

る。プロジェクト開始から現在に至るまで目立った異動はない。 
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ただし、カウンターパートは、OWMEBの従来の業務に加えてプロジェクト活動を行って

いるため、プロジェクト活動にフルタイムで従事できる環境にはない。 

 

（2）ローカルコスト負担 

エチオピア側は、カウンターパートの給与、水道・光熱費などのコストを負担している。

また、2011年8月にZiwayで開催された研修については、会場の借り上げ費用（7万5,300ブル、

円貨換算で約35万円）を負担した。 

 

（3）施設と機材 

アジス・アベバのOWMEB本部内に、日本人長期専門家4名、及び短期専門家の執務室が

確保されている。また、エチオピア側は、モデルサイトのオンザジョブ・トレーニング（OJT）

（建設工事）に必要な機材の一部を負担した。 

 

３－１－２ 成果の達成状況 

成果1：OWMEB灌漑技術者の持続的な管理のためのデータベース構築及び灌漑水資源開発マス

タープラン策定能力が向上する。 

指標1-1：データベースとマスタープラン策定のガイドライン及びマニュアルがオロミア州の

実践的な経験に基づいて作成される。 

2012年5月現在、データベース及びマスタープラン策定のガイドラインは、まだ作成され

ていない2。これらの文書は、現在策定が進められているカレタ川流域及びランガノ湖流域

のマスタープラン策定の経験を反映した形で作成される予定であり、完成は2013年後半の

見込みである。 

なお、地理情報システム（GIS）利用について、2種類のガイドラインが作成されている。 

 

成果1関連のガイドライン 

タイトル 作成年月 

Work-flow Guide for Irrigation Project Planning Support 

utilizing Geographic Information System, Remote 

Sensing and Runoff Analysis 

2010年11月作成 

 

Operation Guide of GIS Utilization Practice for Irrigation 

Plan Making 
2011年12月作成 

 

指標1-2：ガイドラインとマニュアルに基づいて、少なくとも1つの流域について新たなマスタ

ープランが策定される。 

現在、マスタープラン策定のために、カレタ川、ランガノ湖の流域で、流量及び降雨量

データを測定、収集中である。これらのマスタープランは、2013年6月の完成を目標に策定

が進められている。 

                                                        
2 プロジェクト開始当初、必要なデータの収集や分析などの作業量に対して、日本人専門家の投入の不足、データ測定・収集作

業における手戻り等のために、成果1の進捗は遅れ気味である。中間レビューの提言を受け、2011年10月より水資源計画の長

期専門家が1名派遣されている。 
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新たなマスタープランを策定する流域については、運営指導調査の時点では、選択の準

備がなされており、2012年6月には決定される予定である。対象地域が決定され次第、マス

タープラン策定に必要なデータの収集を速やかに開始する予定である。 

 

指標1-3：データベースとマスタープラン策定研修のためのテキストとプログラムが作成され

ている。 

2012年5月現在、データベースとマスタープラン策定研修のためのテキストは、まだ作成

されていない。しかし、4種類の研修教材が作成されている。 

 

指標1-4：少なくとも50％の研修生がデータベースとマスタープラン策定研修の内容を的確に

理解している。 

成果1の達成のために実施された研修の実績は以下のとおりである（研修回数：7回、参

加者数：240名）。 

 

成果1（データベースとマスタープラン策定）関連の研修実績 

研修名 開催時期等 

GIS導入のための講義 2010年3月に開催。参加者：27名 

GIS研修 
2010年11月開催。参加者：35名 

研修理解度：18名（62％）が適切な理解 

データ収集研修I 2010年12月開催。参加者：11名 

データ収集研修II 2011年3月開催。参加者：12名 

データ収集研修 2011年7月開催。参加者：18名 

GIS研修 2011年12月開催。参加者：51名 

調査、設計と灌漑事業の管理に関する研修*1 2011年4月開催。参加者：86名 

*1：成果1、2、3共通で実施。 

 

研修内容の理解度については、これを裏付けるデータが不足しており、評価が難しいが、

2010年11月のGISの研修についてはデータがあり、受講者の62％が適切な理解度を示した。 

成果1に関しては、以上の研修は、マスタープラン策定の基礎・予備知識の習得のための

ものと位置づけられる。データベースとマスタープラン策定の研修については、2013年の

後半をめどに実施される予定である。 

 

指標1-5：プロジェクトで訓練を受けたOWMEBの灌漑専門家の少なくとも10％がデータベー

スとマスタープラン策定の研修を実施できる能力を備えている。 

日本人専門家の観察では、データベースとマスタープラン策定の研修を実施できる能力

を備えたカウンターパートが3名いるとされるが、今後、これらの3名以外のスタッフが、

同等の能力を獲得することが期待される。 
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成果2：OWMEB灌漑技術者の灌漑事業の計画、設計、施工監理の能力が向上する。 

指標2-1：灌漑開発事業の計画、設計、施工監理のガイドライン及びマニュアルが、オロミア

州の実践的な経験に基づいて作成される。 

灌漑開発事業の計画、設計、施工監理のガイドラインとマニュアルについては、以下の

ものが既に作成されている。 

 

計画、設計、施工監理のガイドラインとマニュアル 

タイトル 作成年月 

Construction Control Manual for Spate Irrigation Project 2010年4月作成 

Technical Guideline for Headworks（draft） 2010年9月作成 

Technical Manual on Planning and Basic Design of Small Scale Reservoirs 2012年6月作成 

 

指標2-2：灌漑開発事業の計画、設計、施工監理のガイドライン及びマニュアルがOWMEBの

新規灌漑開発事業のすべてに適用される。 

質問票や聞き取り調査を通じて、OWMEBが新規灌漑開発事業に、ガイドラインやマニュ

アルの内容を適用し始めたことは確認できたが、具体的な情報が不足しており判断が困難

であった。今後、より詳細な情報を基に、この指標の達成状況を確認する必要がある。 

 

指標2-3：灌漑開発事業の計画、設計、施工監理研修のテキストとプログラムが作成されてい

る。 

灌漑開発事業の計画、設計、施工監理研修の分野で22種類の研修教材が作成されている。 

 

指標2-4：少なくとも50％の研修生が計画、設計、施工監理の研修内容を的確に理解している。 

成果2について実施された研修、ワークショップ等を取りまとめて以下の表に示す（研修

回数：14回、参加者数：540名）。 

 

計画・設計・施工監理の研修の実績 

研修名 開催時期等 

Auto-CAD & Eagle point 2010年10月開催。参加者：44名 

Lecture on Construction Management 2010年2月開催。参加者：23名 

Workshop on Construction Control I 2010年3月開催。参加者：47名 

Workshop on Construction Control II 2010年4月開催。参加者：43名 

Workshop on Construction Control III 
2010年7月開催。参加者：38名 

76％（22/29）の研修生が適切な理解度示す。 

Design of Headwork 2010年9月開催。参加者：43名 

Workshop on Construction Control Ⅳ 
2011年5月開催。参加者：34名 

53％（18/34）の研修生が適切な理解度示す。 
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Workshop 

・Irrigation Project Management 

・ Evaluation of existing irrigation schemes in 

Oromia Region 

2011年12月開催。参加者：42名 

Workshop theme 

・Irrigation Project Management 

・Basic design of Pond/Reservoir and others 

・Construction site visit（Sokido irrigation project

site） 

2012年1月開催。参加者：16名 

Construction management （ Sokido irrigation 

project site） 
2012年3月開催。参加者：23名 

Seminar for Capacity Building *1 2010年8月開催。参加者：40名 

Workshop on Irrigation Farming*1 2011年3月開催。参加者：31名 

Workshop on Irrigation Farming*1 2011年4月開催。参加者：30名 

Study, design and Irrigation Scheme Management 

Training*2 
2011年4月開催。参加者：86名 

*1：成果3と共通 *2：成果1、2、3で共通。 

 

研修生の理解度については、2010年7月と2011年5月に開催されたワークショップ

（Workshop on Construction Control IIIとIV）についてはデータがあり、それぞれ76％、53％

の研修生が適切な理解を示したとされているものの、全体としてデータが不足しているた

めに判断が困難である。 

 

指標2-5：OWMEBの灌漑専門家の少なくとも10％が計画、設計、施工監理の研修を実施でき

る能力を備えている。 

日本人専門家の観察では、計画、設計、施工監理の研修を実施できる能力を備えたカウ

ンターパートが4名いるが、今後、これらの4名以外のスタッフが、同等の能力を獲得する

ことが期待される。 

 

成果3：OWMEB灌漑技術者の灌漑施設と水管理の能力が向上する。 

指標3-1：灌漑施設と水管理のガイドライン及びマニュアルが、オロミア州の実践的な経験に

基づいて作成される。 

灌漑用水量算定プログラムが作成されている。その他、灌漑施設と水管理のガイドライ

ン及びマニュアルが、それぞれ1冊ずつ作成中である。 

 

灌漑施設と水管理のガイドラインとマニュアル 

タイトル 作成年月 

Program for Field Water Requirement 2010年4月作成 

Guidance for Making Operation and maintenance manual 作成中 

O&M manual for Bura, Sokido, Hirna 作成中 
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指標3-2：灌漑施設と水管理のガイドライン及びマニュアルがOWMEBの新規灌漑開発事業の

すべてに適用される。 

上述したように、灌漑用水量算定マニュアルのみが作成されており、他のマニュアルと

ガイドラインは作成中である。したがって、これらの適用は、ガイドラインとマニュアル

が作成されてからのこととなる。 

 

指標3-3：灌漑施設と水管理研修のテキストとプログラムが作成されている。 

灌漑施設と水管理研修の教材として、18種類の教材が作成されている。これらの教材は、

必要に応じて改訂、見直しを行う予定である。 

 

指標3-4：少なくとも50％の研修生が灌漑施設と水管理研修の内容を適切に理解している。 

成果3について実施された研修、ワークショップ等を取りまとめて以下の表に示す（研修

回数：8回、参加者数：346名）。 

 

灌漑施設と水管理の研修の実績 

研修名 開催時期等 

Seminar for Capacity Building*1 2010年8月開催。参加者：40名 

Workshop on Irrigation Farming*1 
2011年3月開催。参加者：31名 

41％（7/17）の研修生が適切な理解度示す。

Workshop on Irrigation Farming*1 
2011年4月開催。参加者：30名 

67％（20/30）の研修生が適切な理解度示す。

Field visit to Advanced Irrigation Farming area 2010年6月開催。参加者：23名 

Workshop with Farmers for Capacity Building 2010年8月開催。参加者：30名 

Irrigation Scheme Management 2011年8月開催。参加者：45名 

Irrigation Scheme Administration Training for 

WUA & Community Promoters 
2012年2月開催。参加者：61名 

Study, design and Irrigation Scheme Management 

Training*2 
2011年4月開催。参加者：86名 

*1：成果1と共通。*2：成果1、2、3で共通。 

 

研修生の理解度については、データが不足しているために判断が難しい。2011年3月と2011

年4月に開催されたワークショップ（Workshop on Irrigation Farming）についてはデータがあ

り、それぞれ41％、67％の研修生が適切な理解を示したとされている。しかし、全体とし

てデータが不足しているために判断が困難である。 

 

指標3-5：プロジェクトで訓練を受けたOWMEBの灌漑専門家の少なくとも10％が灌漑施設と

水管理研修を実施できる能力を備えている。 

日本人専門家の観察では、灌漑施設と水管理の研修を実施できる能力を備えたカウンタ

ーパートが3名いるが、今後、これらの3名以外のスタッフが、同等の能力を獲得すること

が期待される。 
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３－１－３ プロジェクト目標の達成状況 

プロジェクト目標：効果的かつ効率的な灌漑開発・運営のためのOWMEBの能力が強化される。 

指標1：作成されたガイドラインとマニュアルがOWMEB内で承認され配布される。 

2012年5月時点で、合計8種類のガイドラインとマニュアルが作成されている。また、作

成中の3種類についても、プロジェクトの残りの協力期間の中で完成すると見込まれること

から、作成作業の進捗については妥当であると評価できる。 

しかし、OWMEB内の承認と配布については、今後の課題である。OWMEBは、州内の18

ゾーンに対して、マニュアル（ドラフト）を配布しており、マニュアルの事業への適用を

開始したゾーンもあるとしている。しかし、運営指導調査時点では、どの程度の運用が、

具体的にどのような形でなされているのか、情報が不足しており、現場視察を通じての把

握も困難であった。 

計画・設計・施工監理（成果2）及び灌漑施設と水管理（成果3）については、マニュア

ルとガイドラインの中身について関係者で4つのモデルゾーンのスタッフと協議を行うた

めのワークショップを5月の後半に、また、すべてのゾーンからの関係者にマニュアルとガ

イドラインを紹介するためのワークショップを8月に開催する予定であり、その機会を活用

して、ガイドラインとマニュアルの承認と配布を確実に行うことが期待される。 

データベースとマスタープラン策定（成果1）のガイドラインとマニュアルについては、

作業の進捗との関連で、2012年12月と2013年5月に同様のワークショップを開催する予定で

ある。 

 

指標2：灌漑開発活動がOWMEBの作成したガイドラインとマニュアルに基づいて実施されて

いる。 

運営指導調査の時点では、指標2に基づく灌漑開発活動がどのように行われているのか、

判断するための情報が入手できなかった。しかし、モデルサイトについては、プロジェク

トが実施した研修に参加した元研修生が、その内容を、実際の灌漑事業の業務に応用する

動きがみられた。 

 

指標3：開発された研修方法と知見がOWMEB内で承認されて活用されている。 

プロジェクト開始以来、研修の回数は25回に及ぶ。また、研修教材の数は40以上である。

聞き取り調査によれば、これらの教材の承認と活用は、既に一部で始まっており、必要に

応じて、改訂と見直しを行う予定である。 

 

３－１－４ 上位目標達成の見込み 

上位目標：効果的かつ効率的に機能する灌漑スキームの数が対象地域で増加する。 

指標：オロミア州で、プロジェクトの知見を活用した灌漑地区の数が増加する。 

オロミア州でOWMEBが実施する灌漑建設事業の数は、以下のように変化してきている。 
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オロミア州の灌漑建設事業の数の推移 

年 度 2009 2010 2011 2012 

灌漑事業の数 0 0 22 27 

 

年度ごとに全体の事業の数は増加してきているものの、当プロジェクトの知見がどのよ

うに活用されてきたか、あるいは、されていく予定なのか、現在のところ、情報の不足も

あり、判断が困難である。 

 

３－２ プロジェクトの実施過程 

３－２－１ 実施機関 

当初の実施機関であったOWRBは、2010年10月にBPRによって、現在のOWMEBに再編された。

この再編の過程で、プロジェクト活動の進捗が影響を受けた。 

エチオピア側カウンターパートからの情報では、活動の効率化のためにOWMEBの再度の組織

改革が、州のトップレベルで検討されている模様である。プロジェクトとしては、適時の対応

を取るため、また、実施体制の強化のために、情報の共有を行うことが期待される。 

 

３－２－２ PDMの改訂 

PDMとPOについては、2010年10月の中間レビューで見直しが行われたが、今回、運営指導調

査に当たり、組織の名称の修正（OWRBからOWMEB）などを含む、若干の修正を行った（付属

資料2．PDM version 3.1）。 

 

３－２－３ プロジェクトの運営管理 

プロジェクトは、開始からの3年間で、JCCを1回（2010年8月）、運営委員会（SC）を2009年10

月、2010年3月、2011年5月、2012年12月の合計4回、開催してきた。 
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第４章 調査結果 
 

４－１ 評価5項目による評価結果 

４－１－１ 妥当性 

プロジェクトの妥当性は、以下の理由により高いと判断する。 

 

（1）エチオピア政府の政策との整合性 

エチオピア政府は、2006年から2010年までの国家5カ年計画として打ち出した「貧困撲滅

のための持続的かつ加速的開発計画（PASDEP）」では、以下の8つの柱が設定されている。 

・包括的な実施能力開発 

・成長加速のための努力（農業と農村開発、民間セクター開発） 

・経済開発と人口成長のバランス構築 

・国家基幹インフラの強化 

・エチオピア女性の能力解放 

・人的資源開発の強化 

・リスクと不安定性の管理 

・雇用機会の創出 

本戦略では、農業のビジネス化、及び、農業以外のセクターの農業への参入促進を打ち

出している｡農業開発は、PASDEPの8つの柱の1つ、「成長を加速させるための努力」の中に

位置づけられており、また、灌漑開発は、ミレニアム開発目標（MDGs）の目標（極度の貧

困と飢餓の撲滅）とも整合性をもっている。 

エチオピア政府はPASDEPに続いて、2010/11～2014/15年度の新しい開発戦略である「成

長と変革計画（the Growth and Transformation Plan：GTP）」を公表し、このなかで、以下の

重点項目を挙げている。 

・迅速、持続的、公平な経済成長 

・成長における農業セクターの役割の強化 

・産業セクターの経済成長における役割の強化 

・基幹インフラの確実な拡大 

・社会開発の実現 

・能力と統治の向上 

・青年と女性の利益の確保 

農業は、成長を担う重要なセクターとして位置づけられていることに加え、農業生産性

の向上の普及、肥沃な農地、灌漑農業の促進が農業政策として言及されている。 

これらの事実から、本プロジェクトは2009年の開始以来、これまでの、そして現行の国

家政策と高い整合性をもっているといえる。 

 

（2）農業・水セクター戦略との整合性 

水資源省（MoWR）によって策定された「エチオピア水セクター戦略」では、「灌漑開発

の主たる目的は国家レベルの食糧自給を達成するために、国内の農業生産の潜在的な可能

性を開発すること」としている。 
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また、農業・農村開発省（MoARD）が策定した「5カ年戦略計画（2006/07 -2010/11）」で

は「実施及び実行能力の強化」及び「作物生産と生産率の増大」が目標の一部として記述

されている。 

能力開発、灌漑を通じて、農業の生産性の向上を目的とする当プロジェクトは、農業セ

クターの戦略とも整合している。 

水セクターにおいては、「水セクター開発プログラム（WSDP 2002-2016）」の中で、 

「可能な限りの農業開発のための灌漑の普及」が掲げられている。これは、WSDPが焦点

を当てている重点プログラムとして位置づけられている。 

また、WSDP中の「灌漑開発計画（The Irrigation Development Program：IDP）」では「農業

の原材料の生産拡大」、「灌漑プロジェクトの計画・実施・運営」、「土地と水資源の利用と

開発」が持続的な農業の持続性と農村の生計向上のための具体的な目標であるとしている。

これらのことから、本プロジェクトは、エチオピアの農業・水セクターとの整合性も高い

といえる。 

 

（3）日本の援助政策・方針との整合性 

2008年に策定された対エチオピア国別援助計画において、食糧安全保障問題を構造的に

理解することが、わが国の対エチオピアに対する基本政策のひとつとされ、農業・地域開

発がエチオピア援助の重点分野のひとつと位置づけられている。 

また、JICAは、農業・地域開発のセクターにおける農業技術の改善を、日本のODAの最

重要分野のひとつとしてきている。加えて、本プロジェクトが中核プログラムとして、JICA

の対エチオピアローリングプランの中に含まれていることからも、日本の援助政策との高

い整合性があることがいえる。 

 

（4）ターゲットグループと受益者のニーズとの整合性 

灌漑農業と灌漑用水管理はオロミア州における未整備な活動のひとつである。オロミア

州政府は、灌漑農業を手段として食糧の安定的な供給を実現することに心血を注いできて

いる。当プロジェクトはOWMEBの能力開発を目的としているが、特に、中堅の技術者と専

門職を念頭に置いている。本プロジェクトによって実施されてきた研修は、参加者の高い

評価を得ていることが確認されている。 

また、同州の一部の地域では、食糧不足と旱魃が農民と地域のコミュニティを苦しませ

てきており、灌漑施設の改修と建設によって食糧生産の増加が切実に望まれている。彼ら

は、使役の提供によって建設工事に協力し、既存の農民組合を母体として水利組合や水利

協同組合を結成している。 

したがって、プロジェクトの実施は直接の裨益者（OWMEB）と間接的な裨益者（地域の

農民）の両者のニーズと合致している。 

 

（5）実施組織のニーズとの整合性 

OWMEBは、2009年4月に完了したBPRにより、OWRBの組織改革によって誕生した。

OWRBの前身であったオロミア州灌漑開発公社（OIDA）の「戦略的計画と管理（2006-2010）」

では、6つのゴールが掲げられており、そのうちの2つ（灌漑開発の強化、実施能力の向上）
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が、プロジェクトがとるアプローチと整合性をもっている。 

 

４－１－２ 有効性 

運営指導調査時点におけるプロジェクトの有効性は、以下の理由により中程度であると判断

する。 

 ガイドライン、マニュアル、研修教材などの作成については、おおむね順調な進捗をみせ

ているが、データベース、マスタープラン策定の分野では、進捗が遅れている。 

 OWMEBは、州内の18ゾーンに対して、マニュアル（ドラフト）を配布しており、マニュア

ルの事業への適用を開始したゾーンもある。しかし、運営指導調査時点では、どの程度の

運用が、具体的にどのような形でなされているのか、情報が不足しており、現場視察を通

じての把握も困難であった。 

 これらの文書の承認と配布については、2012年5月と8月に予定されているワークショップ

においてなされる予定である。一方、データベース、マスタープラン策定にかかわるガイ

ドラインとマニュアルについては、2013年の後半に完成する予定である。 

 エチオピア側カウンターパートは、プロジェクト活動への参加の度合いが不足しており、

日本人専門家からの技術移転の機会を生かしていない。その結果、モデルサイトにおいて、

地方のスタッフに対しても、十分な技術移転や的確な指導ができていない懸念がある。 

 

４－１－３ 効率性 

プロジェクトの効率性は、運営指導調査の時点では以下の理由により、中程度であると判断

する｡ 

 プロジェクト開始当初、対応すべき業務量に対して日本人専門家の投入が不足していた。

状況の改善のために、水資源計画の長期専門家が投入され、短期専門家の派遣とともに、

活動の進捗改善がなされつつある。 

 さまざまな研修が行われてきており、OWMEBスタッフの能力向上に貢献していると推察さ

れるが、地方（ゾーンと郡）レベルでは、職員の異動が頻繁に起こり、技術移転の効果を

低下させている。 

 4つのモデルサイトは、州内の広い範囲（アルシ、西アルシ、東ショア、西ハラルゲ）に分

散している。このために、アジス・アベバからの現場訪問には長時間を要し、プロジェク

トの効率性を下げる要因のひとつとなっている（電話、電子メール等の通信手段を活用し

て、コミュニケーションを図るなどの工夫が求められる）。 

 

４－１－４ インパクト 

上位目標の達成については、データの不足もあり、現時点では判断が困難である。また、他

のインパクトについても、現時点では状況を判断するには時期尚早であるが、正のインパクト

として兆候がみられるもの、また、予想されるものについて、概略を示す。 

 ソキド灌漑地区では頭首工の建設と水路と付帯施設の改修がOJTベースで行われた。その結

果、ゾーンと郡の職員が灌漑施設の維持管理の重要性を理解するようになり、農民を指導

し、受益者の義務として、水路の清掃を行わせるようになった。運営指導調査団視察時に

も、農民による水路の堆積物の除去が行われているのを確認した。 
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 水利組合の組織強化の研修を実施した後、幾つかのゾーンや郡では、職員がモデルサイト

を訪問し、適切な水管理及び水路の清掃を自発的に実施するようになった。 

 ヒルナ、ソキド・サラウェバ灌漑事業では、JICA技術協力プロジェクト「農民研究グルー

プを通じた適正技術開発・普及プロジェクト」との連携が進められており、プロジェクト

が設置した展示圃場を利用して、地区に適した作物の品種の選定について研究が進められ

ている。 

 プロジェクトの研修や、他のドナー〔国連食糧農業機関（FAO）等〕の実施した研修を通じ

てOWMEBは、オロミア州内の灌漑の現況について、データを整理し正確な把握をすること

の重要性を認識するようになった。 

 プロジェクトによるデータベースが完成し、州内の灌漑の現況〔灌漑面積、灌漑方式（近

代的、伝統的）、位置、課題等〕が正確に把握されるようになれば、新規事業だけでなく、

既存の灌漑事業についても注意が払われるようになり、状況の改善が進むと期待される。 

 

４－１－５ 持続性 

プロジェクトの持続性は、現時点では中程度と判断される。 

 

政策面 

農業セクターは、国民総所得の45％を占め、就業人口の85％が従事するエチオピアの最

重要セクターであることから、州政府のスタッフの灌漑事業分野での能力開発についても、

今後も政策的な支援が期待できる。 

 

財政面 

中間レビュー時には、プロジェクト活動に対するエチオピア側の費用負担が十分になさ

れなかったことから、財政面の持続性について懸念が表明されていた。しかし、その後、

エチオピア側の努力の結果、費用負担については改善がみられる。 

 

技術面 

技術面の持続性については、比較的高いものと判断される。プロジェクトは、OJTベース

の能力向上活動に重点を置いて活動を行ってきているが、その内容は、州内の各ゾーン、

各地域、あるいは他州にも応用できる汎用性をもったものである。このアプローチは、灌

漑事業の調査、設計、施工監理の各ステージで、実務に則した技術移転を行うものであり、

カウンターパートの能力の向上が期待される。 

また、先行プロジェクトのIFI（灌漑農業改善計画）で作成されたマニュアルが、今でも、

広く州内のゾーン、郡で利用され、OWMEB職員の知識の向上に役立っている状況を勘案す

ると、本プロジェクトで作成したマニュアルとガイドラインについても、同様に継続して

利用されることが期待され、その結果、オロミア州内の灌漑事業の技術的な向上と継続性

が確保されるものと見込まれる。 
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４－２ 結 論 

2009年のプロジェクト開始以来、日本人専門家、エチオピア側カウンターパート及び関係者は、

プロジェクトの目標である「効果的かつ効率的な灌漑開発・運営のためのOWMEBの能力の強化」

の達成のために努力を重ねてきている。 

その結果、2010年に実施された中間レビュー調査時には成果指標であるガイドライン、マニュ

アルの整備が十分でなく成果の計測が困難であることが指摘されたが、本調査時においては特に

成果2に係るガイドライン、マニュアルのドラフトが順調に作成されていることが確認でき、今後

は2012年5月及び8月に開催が予定されているワークショップを皮切りに、各ゾーンへの配布、及

びゾーンからのフィードバックを受けての改訂作業が進められることとなっていることから、プ

ロジェクトはおおむね妥当な進捗をみせている。また各種の技術研修が開催されてきており、効

果的で効率的な灌漑事業の実施に貢献してきているものと推察される。 

しかし、具体的に、どのような形で、どの程度、技術文書がOWMEBのスタッフによって活用さ

れているのか、また、実施された研修の効果が、どの程度能力向上に貢献しているのかについて

は、情報の不足もあり、今回の調査では判断が困難であったため、今後は、プロジェクト内で能

力評価のためのデータを取得することが必要である。 

2010年10月の中間レビューで指摘されたプロジェクト管理については、PDMとPOに基づく運営

の意識が高まっており、改善がみられた。 

プロジェクトの効率性については、課題が解消されていない。前回調査時にも指摘されたエチ

オピア側の貢献、巻き込みの不足は、一部改善がみられたもののアサインされたエチオピア側の

スタッフはプロジェクト業務以外に本来業務を抱えており多忙であることから、日本人専門家の

活動に比較し、プロジェクト活動への従事は十分とはいえない。 

プロジェクトのねらいは、エチオピア側カウンターパートが、日々の業務を通じて、日本人専

門家から実践的な知識と経験を学び取ることであるため、エチオピア側カウンターパートの参加

の度合いを高めることが必要である。また「OJTによる能力強化」についてカウンターパートと調

査団とで理解が異なる点が見受けられた。調査団がOJTの意味するところを日々の業務を通じた技

術移転、技術指導との理解に対し、エチオピア側はサイトで実施される研修を指してOJTとの理解

を示した。今後エチオピア側の関与が改善され、実際の現場経験を通じた能力強化という本プロ

ジェクトの特徴を生かすことができれば更なる成果が見込まれる。 

JCCについては、2010年8月に1回開催されたのみで、それ以降、開催されていない。情報の共有

と適切なプロジェクト運営のために、必要に応じてJCCを開催し、関係者間の情報の共有を図ると

ともに、プロジェクトの成果を外部にも発信することが望ましい。 

なお、調査から明らかとなった課題については、次章に提言として取りまとめた。 
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5項目評価の結果と理由 

項 目 評 価 理 由 

妥当性 高い （＋）エチオピアの政策との整合性 

（＋）実施機関、受益者のニーズとの整合性 

（＋）わが国援助政策との整合性 

有効性 中程度 （＋）マニュアル・ガイドラインの作成の進捗 

（－）エチオピア側カウンターパートの主体的な活動

への参加の不足 

カウンターパートの能力向上についてはデータの不

足のために判断が難しい。 

効率性 中程度 （＋）日本側・エチオピア側とも量的にはおおむね妥

当な投入を実施 

（－）エチオピア側カウンターパートは他業務との兼

務でプロジェクトに十分に従事できていない。

（－）サイトが州内に分散しており、現場での業務の

視察やモニタリングに時間を要している。 

インパクト（見込み） 正のインパクト

が期待される 

上位目標の達成度の見込みは現時点での判断が困難。

正のインパクト（農民による自主的な施設維持管理や

展示圃場での他農業案件との連携など）が見込まれ

る。 

持続性（見込み） 中程度 （＋）高い妥当性をもつことから政策的な支援が期待

される。 

（－）エチオピア側の努力は認められ改善のきざしは

あるが、今後の財政的な継続性は不明 

（＋）大部分のガイドライン・マニュアルが作成され、

技術移転の基礎が整った。 

（－）ゾーン・郡レベルでの要員の定着率が低い。 
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第５章 提 言 
 

５－１ プロジェクト管理 

（1）カウンターパートの能力評価の実施 

今回の運営指導調査では、情報・データの不足で、能力向上の度合いを判断できなかった。

カウンターパートの能力評価を導入することで、プロジェクトの進捗と達成状況、及び課題

の状況を直接的に検証することが可能となる。プロジェクトは、カウンターパートの能力評

価のためのデータの収集を、今後の2年間で実施していくこと。 

 

（2）OWMEBのプロジェクト管理への参加 

OWMEBのプロジェクト管理への参加の度合いを一層高めることが望ましい。 以下の項で

述べるプロジェクト活動の普及にも関連するが、エチオピア側のプロジェクト運営への参加

はプロジェクトの成功のために必須の条件である。OWMEBの管理者層は、プロジェクトの進

捗、成果、課題について、JCC、SCや定期報告など、可能な限りの機会を通じて情報を共有し、

適切なプロジェクト管理に努めること。 

 

５－２ プロジェクト活動の普及 

（1）プロジェクトの成果の普及 

プロジェクトの成果として、灌漑技術のガイドラインとマニュアルが作成されているが（成

果1は除く）、これまでは、主に日本人専門家がその作成業務を担ってきているのが現実であ

る。 

エチオピア側は、カウンターパートを、十分に日々のプロジェクト活動に参加させること

を通じて、実践的で応用能力を伴う能力の向上に努めることが期待される。 

そのためには、プロジェクトの後半で、ワークショップ等の参加によって知識をブラッシュ

アップし、またマニュアルを実際の業務に応用するなどの努力が必要となる。具体的には、

以下の内容を提言する。 

- 2012年5月と8月に予定されているガイドラインとマニュアルの普及のためのワークショ

ップにおいて、普及戦略と計画を策定すること 

- OWMEBが実施する灌漑事業の現場で、ガイドラインとマニュアルを活用し、プロジェク

トが実際の現場でのさまざまな事例からフィードバックを得て、ガイドラインとマニュ

アルの見直しに反映できるように留意すること 

- ガイドラインとマニュアルを公式に承認し、OWMEBの州の技術基準として普及できるよ

うにすること 

- 作成されたガイドラインとマニュアルの中から必要なものを選び、オロミア州の言語に

翻訳し、コミュニティの住民も利用可能とすること（IFIのガイドラインが参考となる） 

さらに、プロジェクトの成果を広く関係者に知らしめるために、ニュースレターの発行を

再開すること。 
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５－３ プロジェクト活動の見直し 

（1）成果2の活動について 

運営指導調査団は、ブラ灌漑事業（スペート灌漑）において、幹線水路からの越流で、ガ

リ浸食が発生している事実を確認した。これは調整用施設と排水システムの不備が原因とな

っている。 

プロジェクトチーム（日本人専門家、エチオピア側カウンターパート）も何らかの対応が

必要であることは認識しているが、当初予定された日本側工事費負担による工事については、

既に終了している。 

このような場合について、日本側、エチオピア側のどちらが、具体的に、どの範囲の業務

を実施し、必要な工事費を負担するかについては明確に定められていなかった。今後、同様

のケースが発生することも想定し、日本側、エチオピア側で十分に協議し、対応を決定する

こと。 

 

（2）成果3の活動について 

成果3の活動̶農民の組織強化については、PDMには明記されていないが、灌漑事業の効果

を増加させ、また、灌漑施設の維持管理上の問題への対応など、その重要性にかんがみ、日

本側、エチオピア側ともに、必要な投入も考慮して、この活動を継続して行うことが望まし

い。 

 

（3）最終年度の灌漑工事について 

プロジェクト活動は、プロジェクトの後半については、成果の普及が中心となるべきと考

える。したがって、日本側、エチオピア側ともに、最終年（2014年）については、新たな灌

漑工事をプロジェクトの活動に含めるのは控え、それまでの作業の仕上げと取りまとめに集

中すること。 
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第６章 団員所感 
 

６－１ 灌漑開発団員所感 

（1）プロジェクトサイトの活動環境 

本プロジェクトのモデルサイトや灌漑水資源の流量観測地点は、日本人専門家が勤務する

OWMEBのオフィスから3時間～1日がかりの移動時間が必要となる。場所によっては、現地の

ZoneやDistrict事務所から、岩石が露出した起伏の激しい悪路を車でも30分以上かけて行く必

要がある等、厳しい活動環境に置かれているが、専門家の精力的な活動により、一定の成果

を上げてきている。 

こうした現場へのアクセスの問題は、現場に最も近いDistrictの職員の場合も同様であり、

バイク等の移動手段を通常持つことができないために、業務実施上の大きな支障となってい

る。 

今後、小規模灌漑の開発適地や流域管理のための河川流量観測地点を他地域に展開する場

合、こうしたアクセスが悪い箇所が大部分を占めることが想定され、OWMEBやZone職員の現

地におけるOJTにも限界があることから、本プロジェクトのOJTの成果を反映させたガイドラ

イン/マニュアルを活用したキャパシティ・ビルディングを実施することは効果的で有効な手

段である。 

 

（2）マニュアル・ガイドライン類の活用について 

本プロジェクトで作成済み、またはこれから作成しようとしているガイドライン/マニュア

ルは、OJTによる各種活動の成果を活用する等、カウンターパートとのかかわりをできるだけ

持たせた形で作成し、必要に応じて適宜改訂を行う予定としている。内容的にも、現場での

ニーズに配慮し、実際の施工例や計算例を例示する等により、技術者が参考にしやすいよう

に工夫されている。また、これまで標準的に利用している既存の技術がある場合は混乱させ

ないため尊重してそのまま活用する等、OWMEB側の現状にも十分配慮して作成されている。 

また、2005年から2008年まで実施された技術協力プロジェクト（以下、技プロ）「灌漑農業

改善計画」で作成されたマニュアル類は、現在も現場で活用されていることが確認された。

2012年5月21日から3日間の予定で開催されるワークショップで案を示し、8月に周知予定のガ

イドライン/マニュアル類は、残された2カ年のプロジェクト活動を通じて、オロミア州全土で

更に促進されることになり、有効に活用されることが十分に期待できる。 

 

（3）灌漑水資源のデータベース及びマスタープラン作成について 

マスタープラン作成流域において、各地点における水資源利用可能量が把握可能となれば、

今後の灌漑プロジェクトの計画的な実施及び河川上下流での水争いを事前に防止する開発制

限の判断基準等としてのデータ活用も期待できる。このためには、正確な河川の流量データ

の蓄積が重要であるが、これまでのプロジェクト活動において、観測機器が盗まれデータの

欠測が生じている等の問題も散見されている。残された期間において、取り直しができない

雨量、水位、流量観測データを確実に蓄積するためには、観測方法や機器のメンテナンスに

ついて定期的に確認する等して、信頼性の向上に最大限の配慮が必要である。 
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（4）水管理能力と組織強化 

OJTにより頭首工の灌漑施設の改修工事を実施したSokido地区においては、ZoneやDistrict

のofficerの指導により、下流水路の維持管理作業を農民自身の役割として実施しており、現地

を視察した際にも水路の土砂上げ作業をテキパキと能動的に行っていた。 

こうした共同作業により農民のオーナシップがこれまで以上に醸成され、将来的にも農民

による自律的で良好な維持管理が期待できる。こうしたプロジェクト活動による副次的な効

果も確認された。 

 

６－２ 団長所感 

プロジェクトの実施状況は、評価報告書にあるとおり、専門家の精力的な活動によって着実に

進捗し、目に見える部分での成果は予定どおり上がりつつある。一方、プロジェクトの直接の受

益者であるOWMEBの技術者の多くが、本調査実施時に不在であったため、能力向上という、形で

表せない部分についての成果を直接面談等で評価することができず、これまでプロジェクトの課

題とされてきた「担当業務に従事するために、本プロジェクトでの能力向上の機会を逃すことと

なっている。」との評価を覆すには至らなかった。 

このため、この点の改善を求めて、プロジェクトマネジャーと時間をかけて議論を行ったが、

現在、カウンターパートとして活動を行っている職員の、専門家と共同で動く時間を増やすこと

はできても、OWMEBの置かれている状況から、専門家と行動を共にする職員を新たに張り付ける

ことは困難であるとの態度を変えさせるには至らなかった。ただし、議論を通じて、本プロジェ

クトがこれまでに整備してきたマニュアルやガイドラインを別の灌漑開発事業で活用したり、他

の業務の一環としてプロジェクトがモデルプロジェクトで整備した施設を訪問したり、本プロジ

ェクトの成果が活用されつつあるとの情報を得ることができ、プロジェクトの有効性や持続可能

性が大いに期待できると感じた次第である。 

また、4月中旬に着任したプロジェクトダイレクターである局長との面談もかない、本件技プロ

の先行事業であるIFIの成果（参加型での技術開発と技術支援）に対する認識やJICAの他の協力に

対する感謝と理解が表明され、今後、本技プロ側からの積極的な情報提供によって、本件をしっ

かりサポートしてもらえるとの感触を得た。 

したがって、プロジェクト専門家におかれては、活動状況の局長への継続的なアピールをお願

いする次第である。 

以下、運営指導として、プロジェクトの実施に関して感じた点を述べる。 

 

（1）各課題の共通事項 

・5月、8月のガイドライン、マニュアルの検討ワークショップについて 

これまでの3年間は、専門家が主体となって、国際（日本）水準のガイドラインやマニュ

アルを将来の理想的な姿としてイメージしつつ、エチオピアの技術者が対応可能な技術レ

ベルを現地での活動や関係者との協議を通じて模索してきた過程であった。 

したがって、このワークショップは、整備されたガイドラインやマニュアルをエチオピ

アの技術者が実地で使用しながら、エチオピア側が主体となって現状あるいは将来的に自分

たちが求めるべき技術水準を見極めていく、新たな段階の大切なキックオフ・ワークショッ

プと位置づけることができる。 
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このため、本ワークショップ及びそれ以降の活動は、今まで以上にエチオピア側の主体

性と多くの技術者の参画を得る必要があり、トップ（局長）の旗振りも含め、周到な準備

と充実した議論、そして、その後の確実なフォローをお願いする。 

・成果の活用、普及のための戦略計画の検討 

灌漑開発の適性実施は、異動や人材流出による持続性に懸念を抱える行政側の能力向上

のみでは達成することができず、事業実施を担うコンサルタントやゼネコンといった民間

事業者、灌漑に関する技術の開発を担う研究組織、人材を補給する高等教育機関等を含め

た技術体系全体の関係者の技術力向上が不可欠であり、本プロジェクトの成果を効率的に

これらの関係者間に普及する仕組みが必要である。 

このため、プロジェクト終了に向け、プロジェクトとOWMEBが共同してこの普及戦略の

策定を行う必要があり、プロジェクト活動と連動しつつ、部内での検討をお願いする。 

 

（2）成果1について 

・データベースの整備 

成果3の取り組みを考慮すると、既存水利施設に関する情報の整備と併せて水利組合に関

する情報の収集整備が必要と思われる。 

・流量観測活動の目的の再確認 

OWMEBでは、この分野での経験が乏しいことから、職員に「経験させる」ことを目的と

して精度を問わずに実施するという考え方はあり得る。しかし、あまりにも関係者の負担

が大きくなる地点での観測等は、そこで得られるデータの重要性を考慮して見直すことを

推奨する。また、「低水流量」や「高水流量」のデータを成果1達成に向けて、どのように

活用するのかについても、改めて整理することが必要と感じた。 

・流域の追加の必要性の検討 

PDMの活動としては、現在実施中の2流域での活動で、これを満たしていると考えること

ができるが、OWMEBでは、Region、Zone及びDistrictの各レベルとも、この分野での活動に

関する経験が乏しく、現在、取り組みを検討しているもうひとつの流域でも、OJT（水文観

測、データベース作成、マスタープラン作成）を実施することが望ましい。 

しかし、本調査での現地訪問の結果、本活動は極めて実施条件が厳しいなかでの活動と

ならざるを得ないことが確認され、そのような環境においても、専門家の丁寧な対応が必

要であることから、専門家の負担が過重となって実施中の2地区での取り組みの支障となる

ことのないよう、確実に使える成果が得られる活動は何かといった観点から、OJTを実施す

る範囲（例えばデータベース策定のみ）を十分検討することが肝要である。なお、対象流

域の選定については、その選定過程自体が能力強化上の意義を有しており、エチオピア側

の発案とこれに対する適切なアドバイスにより決定すること。 

 

（3）成果2について 

・他の開発プロジェクトのOJTでの活用 

ガイドライン、マニュアルの改善作業のプロセスにおいて、OWMEBの独自予算によって

実施する開発事業を有効に活用し、より多くのOWMEB職員にこれらのドキュメントの有用

性、利便性を感じてもらうことが必要。また、これまで任意の活動として実施した、OWMEB
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事業の設計審査等への参画は、OWMEB職員の能力を把握するうえで有効であるとともに、

同事業側にとっても得るところが多いと思われ、引き続き、本活動をOJTの一環として取り

組むこととしてはどうか。 

・各階層の連絡方法の改善による、より多くの関係者の巻き込み 

これまで、サイトが遠隔地にあるということで、専門家には大変な苦労があったと認識

している。このため、写真管理等を使用したプロジェクト活動の進捗等に関する連絡・報

告システムを導入し、Region、Zone及びDistrictそれぞれのレベルの関係者を確実に活動に

巻き込むとともに、技術情報の流れをスムーズにすることで、関係者がより多くの技術情

報に触れる機会をつくり、効率的に技術力向上を加速させることが必要と思われる。この

ための投入についての再検討をお願いする。 

 

（4）成果3について 

・水利組織強化の取り組み 

本課題に関して、PDM上では「施設維持管理」と「水配分」の技術的側面に着目した能

力向上のみがターゲットとなっており、これらを担う組織自体の強化に関する指導能力向

上は指導項目に含まれていない。これは、この分野が州レベルでは農業局が所管する分野

であるため、このような整理となっているとのOWMEB側の説明であった。しかし、実際の

プロジェクト活動としては、その必要性から、水利組合規定の模範例を用いた組織化の研

修も中央で行われている。また、この研修を踏まえて、所管問題のないZoneやDistrictレベ

ルでは、組織強化の指導も行われているとのことであり、今後この活動が広がっていくた

めには、各地での取り組みのフィードバックによって、実地に適用可能な標準水利組合規

定の作成が必要である。貧困に窮する地域を対象としている関係上、水路の維持管理や水

配分に関する活動のみならず、営農普及や地域の問題の解決を模索する「問題解決委員会」

的な組織の設置も考慮した、有効な標準規定の策定に必要な投入を行いつつ、取り組んで

いただきたい。 

 

（5）組織改革について 

・組織改革の進捗のフォロー 

7月からの新年度に向け、大統領から作成指示のあった組織改革（案）が検討されている。

このため、OWMEBとの協議において、組織改革がプロジェクトに支障を与えないような配

慮を要請するとともに、改革の内容が決定されるまでの検討段階での情報共有と可能な範

囲でプロジェクトに意見提出の機会を与えるようOWMEBに求めた。プロジェクトにとって、

本件は今後の活動内容や実施方法に影響を与える可能性がある事項であり、継続的フォロ

ーをお願いする。 

 

（6）他のJICA技プロとの連携 

現在、JICAでは、本プロジェクトのような灌漑技術者の能力向上プロジェクトをアジア、

アフリカ、南米等の各大陸で実施中または計画中であり、カンボジアでは、技プロでトレー

ニングを受けたカウンターパート機関の職員が、全国で灌漑農業開発の計画策定から工事実

施管理までを適正に実施管理（カウンターパートファンド、円借款事業の活用）できるに至
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っている。一方、アフガニスタン等のポスト・コンフリクト国においても「Learning by Doing」

のコンセプトの下で、新たに同様の取り組みを始めることとしており、エチオピアでの経験

も、これらの国でのプロジェクトの実施に大いに役立つものと思われる。 

各国における人材育成の対象となる技術者の技術レベルは、それぞれの国によってさまざ

まであるが、同じ問題を抱え、あるいは、過去に経験した課題を共有可能な各プロジェクト

が、成果等に関する情報共有や技術交流することで、それぞれのプロジェクトの効率的実施

に資するものと思われる。また、能力評価手法の共有もプロジェクトの実施の効率化につな

がると思われ、プロジェクト間の連携がなされることを期待する。 
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